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 前文 

 

第１ 総則 

１ 目的 

  この法律は、道州制の導入の在り方について具体的な検討に着手するため、当該検討

の基本的方向及び手続を定めるとともに、必要な法制の整備について定めることを目的

とする。 

 

２ 定義 

 ① 道州 

   「道州」は、道又は州をその名称の一部とし、都道府県の区域より広い区域におい

て設置され、広域事務（国から移譲された事務をいう。）及び都道府県から承継した

事務を処理する広域的な地方公共団体である。 

 ② 基礎自治体 

   「基礎自治体」は、市町村の区域を基礎として設置され、従来の市町村の事務及び

都道府県から承継した事務を処理する基礎的な地方公共団体である。 

 ③ 道州制 

「道州制」は、道州及び基礎自治体で構成される地方自治制度である。 

 

３ 基本理念 

  道州制は、次に掲げる事項を基本理念として導入されなければならない。 

 ① 国の役割及び機能の改革の方向性を明らかにすること。 

② 中央集権体制を見直し、国と地方の役割分担を踏まえ、道州及び基礎自治体を中心

とする地方分権体制を構築すること。 

 ③ 国の事務を国家の存立の根幹に関わるもの、国家的危機管理その他国民の生命、身

体及び財産の保護に国の関与が必要なもの、国民経済の基盤整備に関するもの並びに

真に全国的な視点に立って行わなければならないものに極力限定し、国家機能の集約、

強化を図ること。 

④ ③に規定する事務以外の国の事務については、国から道州へ広く権限を移譲し、道

州は、従来の国家機能の一部を担い、国際競争力を持つ地域経営の主体として構築す

ること。 

⑤ 基礎自治体は、住民に身近な地方公共団体として、従来の都道府県及び市町村の権

限をおおむね併せ持ち、住民に直接関わる事務について自ら考え、自ら実践できる地

域完結性を有する主体として構築すること。 
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 ⑥ 国及び地方の組織を簡素化し、国、地方を通じた徹底した行政改革を行うこと。 

 ⑦ 東京一極集中を是正し、多様で活力ある地方経済圏を創出し得るようにすること。 

 

 

４ 道州制の基本的な方向 

  道州制は、次に掲げる基本的な方向に沿って制度化されなければならない。 

 ① 都道府県を廃止し、全国の区域を分けて道州を設置する。都の在り方については、

道州制国民会議において、その首都としての機能の観点から総合的に検討するものと

する。 

 ② 道州は、広域的な地方公共団体とし、３③に規定する事務を除き、国から道州へ大

幅に事務を移譲させて、広域事務を処理するとともに、一部都道府県から承継した事

務を処理する。 

 ③ 基礎自治体は、市町村の区域を基礎として編成し、従来の市町村の事務を処理する

とともに、住民に身近な事務は都道府県から基礎自治体へ大幅に承継させて、当該事

務を処理する。基礎自治体においては、従来の市町村の区域において、地域コミュニ

ティが維持、発展できるよう、制度的配慮を行う。 

 ④ 道州及び基礎自治体の長及び議会の議員は、住民が直接選挙する。 

 ⑤ 道州の事務に関する国の立法は必要最小限のものに限定するとともに、道州の自主

性及び自立性が十分に発揮されるよう道州の立法権限の拡大、強化を図る。 

 ⑥ 国の行政機関は整理合理化するとともに、道州及び基礎自治体の事務に関する国の

関与は極力縮小する。 

 ⑦ 道州及び基礎自治体の事務を適切に処理するため、道州及び基礎自治体に必要な税

源を付与するとともに、税源の偏在を是正するため必要な財政調整制度を設ける。 

 

第２ 道州制推進本部 

１ 設置 

内閣に、道州制推進本部（以下「本部」という。）を置く。 

 

２ 所掌事務 

 本部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

① 道州制に関する企画及び立案並びに総合調整に関する事務 

② 道州制に関する施策の実施の推進に関する事務 

③ ①及び②に掲げるもののほか、法令の規定により本部に属する事務 

 

３ 組織 

   本部は、道州制推進本部長、道州制推進副本部長及び道州制推進本部員をもって組織

する。 

 

４ 道州制推進本部長 

① 本部の長は、道州制推進本部長（以下「本部長」という。）とし、内閣総理大臣を
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もって充てる。 

② 本部長は、本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。 

 

 

５ 道州制推進副本部長 

① 本部に、道州制推進副本部長（以下「副本部長」という。）を置き、国務大臣をも

って充てる。 

② 副本部長は、本部長の職務を助ける。 

 

６ 道州制推進本部員 

① 本部に、道州制推進本部員（以下「本部員」という。）を置く。 

② 本部員は、本部長及び副本部長以外の全ての国務大臣をもって充てる。 

 

 ７ 事務局 

 ① 本部の事務を処理させるため、本部に事務局を置く。 

 ② 事務局に、事務局長のほか、所要の職員を置く。 

  ③ 事務局長は、本部長の命を受けて、局務を掌理する。 

 

８ 主任の大臣 

  本部に係る事項については、内閣法にいう主任の大臣は、内閣総理大臣とする。 

 

第３ 道州制国民会議 

１ 設置 

  内閣府に、道州制国民会議を置く。 

 

２ 所掌事務 

  道州制国民会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 ① 内閣総理大臣の諮問に応じて道州制に関する重要事項を調査審議すること。 

 ② ①に規定する重要事項に関し、内閣総理大臣に意見を述べること。 

 ③ ①及び②に掲げるもののほか、法令の規定によりその権限に属する事務 

 

３ 諮問 

① 内閣総理大臣は、次に掲げる事項については、道州制国民会議に諮問しなければな

らない。 

   ア 道州の区割り、事務所の所在地その他道州の設置に関すること。 

   イ 国、道州及び基礎自治体の事務分担に関すること。 

   ウ 国の機構の再編並びに国の道州及び基礎自治体への関与の在り方に関すること。 

   エ 国、道州及び基礎自治体の立法権限及びその相互関係に関すること。 

   オ 道州及び基礎自治体の税制その他の財政制度並びに財政調整制度に関すること。 

   カ 道州及び基礎自治体の公務員制度並びに道州制の導入に伴う公務員の身分の変
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更等に関すること。 

   キ 道州及び基礎自治体の議会の在り方並びに長と議会の関係に関すること。 

   ク 基礎自治体の名称、規模及び編成の在り方並びに基礎自治体における地域コミュ

ニティに関すること。 

   ケ 道州及び基礎自治体の組織に関すること。 

   コ 首都及び大都市の在り方に関すること。 

   サ 道州制の導入に関する国の法制の整備に関すること。 

   シ 都道府県の事務の道州及び基礎自治体への承継手続その他の道州制の導入に伴

い検討が必要な事項に関すること。 

② 道州制国民会議は、道州制に関する重要事項について調査審議を行うため必要があ

ると認めるときは、都道府県及び市町村の意見を聴くものとする。 

 

４ 答申 

  道州制国民会議は、３の諮問を受けた場合には、３年以内に答申しなければならない。 

 

５ 中間報告 

  内閣総理大臣は、３の諮問事項について必要があるときは、道州制国民会議に対し、

中間報告を求めることができる。 

 

６ 国会への報告 

  内閣総理大臣は、道州制国民会議から５の中間報告及び３の諮問に対する答申を受け

たときは、これを国会に報告するものとする。 

 

７ 組織 

① 道州制国民会議は、委員３０人以内で組織する。 

② 委員は、国会議員、地方公共団体の長及び議会の議員並びに優れた識見を有する者

のうちから、内閣総理大臣が任命する。 

③ 委員（国会議員を除く。）の任命については、両議院の同意を得なければならない。 

④ 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

 ⑤ 委員は、再任されることができる。 

 ⑥ 委員は、非常勤とする。 

 

８ 会長及び会長代理 

 ① 道州制国民会議に会長及び会長代理１人を置き、委員の互選によってこれを定める。 

 ② 会長は、会務を総理する。 

 ③ 会長代理は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

 

９ 専門委員 
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   道州制国民会議に、専門の事項を調査審議するため必要があるときは、専門委員を置

くことができる。 

 

 

１０ 部会 

   会長は、必要に応じ、道州制国民会議に部会を置き、その所掌事務を分掌させるこ

とができる。 

 

１１ 事務局 

 ① 道州制国民会議の事務を処理させるため、道州制国民会議に事務局を置く。 

 ② 事務局に、事務局長のほか、所要の職員を置く。 

 ③ 事務局長は、会長の命を受けて、局務を掌理する。 

 

１２ 設置期限 

  道州制国民会議は、４の答申をした日から起算して６月を経過する日まで置かれるも

のとする。 

 

第４ 法制の整備 

   政府は、道州制国民会議の第３ ４の答申があったときは、当該答申に基づき、２年

を目途に必要な法制の整備を実施しなければならない。 

 

第５ その他 

 ① この法律に定めるもののほか、本部及び道州制国民会議に関し必要な事項は、政令

で定める。 

 ② 道州制国民会議が設置されている間、地方制度調査会の所掌から道州制国民会議の

所掌に属するものを除くものとする。 
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